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The New Stage of Foreign Policy of China:
Adaptation for International Order and Creation of New Order
NAKAGAWA, Ryoji
After the adoption of reform and opening policy in 1978, China achieved the rapid 
economic growth and, at the same time, promoted to access and adapt to existing 
international orders. In 2005, China accessed to WTO after 15 years negotiation. China 
adopted the low-profile policy named “Tao Guang Yang Hui” which Deng Xiaoping directed 
around 1990 as foreign policy. But after the accession to WTO, the Chinese presence in both 
the economic meanings and military meanings in the world has reached the new stage 
which contradicts to low-profile policy. Some people assert that now China is pursuing to 
become the hegemony state. This article analyses the global position of China through 
historical approach and then suggest the characteristics of new stage of foreign policy of 
China. 
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はじめに
周知のように、1949 年の中華人民共和国の成立と 1950-53 年の朝鮮戦争への参戦（事実上の
米中両軍の戦闘）によってアメリカや西側諸国の封じ込め政策の対象であった中国の国際的地
位は 1971 年国連代表権獲得、1972 年のニクソン訪中以降に劇的な転換を遂げ、1972 年に日本
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30 中川　涼司：中国対外政策の新段階

















カの対外政策に強い影響力を持つフレッド・バーグステン（Fred C. Bergsten）は米中の G2
論を展開するに至った（Bergsten [2008]。また批判への反批判として Bergsten [2009]。）。
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ンマーのチャウクビュ港）の港湾整備に乗り出している。そのことが、アメリカにとっては前
方展開を制限し、国際的公共財を阻害するものとの位置づけから、海空から統合的に対抗する


































ターリンが死去し、1956 年ソ連共産党第 20 回党大会で、書記長となったフルシチョフがスター























以上、改革開放前の中国の対外政策は 1949 ～ 55 年の「向ソ一辺倒」期、1956 ～ 70 年の冷戦、
中ソ対立、非同盟、「革命輸出」の混在期、1971 ～ 78 年の西側との接近期（ただし冷戦の終結
には至っていない）と分けることができる。
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2．改革開放後 2001 年までの中国の対外政策
1978 年 12 月に開催された中国共産党第 11 期 3 中全会によって開始された「改革・開放路線」
は中国の対外政策を大きく変えた。経済特区等の設置により、西側諸国を含む各国からの直接
投資が誘致される形で資本と技術が導入され、かつ、製品もまた西側諸国に輸出された。中国
経済は西側諸国の経済システムに組み込まれていく。1980 年に IMF・世銀に加盟し、1986 年
には関税貿易一般協定（GATT）への「復帰」申請（中華民国による「加盟」は有効であるが「脱
退」は無効としていたため）を行うに至った。1988 年にはインド関係改善があった。





















1994 年に為替レートは一本化され、1996 年に IMF8 条国（経常取引自由化）となった。懸
案だったWTO加盟（1995 年にWTO成立により GATT復帰申請をWTO加盟申請に切り替









動としても 1995 年に南シナ海のミスチーフ礁島を占領して建造物を構築、1996 年には台湾の
総統選挙に影響力を行使する目的で、台湾海域に砲撃する台湾海峡危機を起こし、これらは中
国脅威論を巻き起こした。
以上の経緯から、改革開放後 2001 年までの中国の対外政策は 1979 ～ 88 年西側経済システ









子は 90 年代以降の中国は「システム作りアプローチ」に向かっているとした（川島・毛里 [2009]。
ただし、「責任ある大国」論については 2002 年以降のこととされている）。








記念会 [2010]）。輸出も急増し、2009 年には 1兆 2,016 億 6,000 万ドルとドイツを抜いて世界最
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分となった。既存の国際レジームを改変していく能動的な行動が必要となってきた。
表 1　中国、米国、日本、ドイツのGDP （単位：百万ドル）
2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
中国 2,235,910 2,657,880 3,382,260 4,327,000
米国 12,364,100 13,116,500 13,741,600 14,093,300
日本 4,552,120 4,362,550 4,380,510 4,910,840
ドイツ 2,789,700 2,912,430 3,316,130 3,649,490
（出所）World　Bankウェブサイト（http://www.worldbank.org/）より作成。
表 2　中国、ドイツ、米国、日本、韓国の輸 出入額（2009 年）














































西沙諸島の海域で軍事演習を行い、2007 年 1 月には人工衛星破壊実験と宇宙空間における戦闘
も想定、空母の輸入と建造の計画など矢継ぎ早の軍拡を行っており、「韜光養晦」によるロー・
プロフィールを保つことが難しくなっている。清水美和氏によれば外交路線の転換が明確に
なったのは 2009 年 7 月の第 11 回駐外使節会議である。世界から大使を集め 5年に 1回開かれ
るこの会議で胡主席は中国が「政治の影響力、経済の競争力、親しいイメージを広げる力、道
義で感化する力」の「四つの力」を強めるよう呼びかけた。ここで、「韜光養晦、有所作為」



























































2009 年 4月オバマ米大統領と胡錦濤中国国家主席は 2006 年に始まった経済分野の閣僚級「戦
略経済対話」と、外交分野での次官級の「高官協議」の格上げを行うことに同意した。この同
意に基づき、2009 年 7 月「米中戦略・経済対話」が開催され、気候変動などで協力強化をうたっ
た覚書に署名し、核不拡散や中東情勢の安定化などでも協力することで合意した。2009 年 11








れる。"Strategic reassurance rests on a core, if tacit, bargain. Just as we and our allies 
must make clear that we are prepared to welcome China's arrival as a prosperous and 
successful power, China must reassure the rest of the world that its development and 
growing global role will not come at the expense of security and well-being of others. 







































米国防総省が 2010 年 8 月 16 日に発表した『中国の軍事力に関する年次報告書（2010 年版）』
は中国はインド洋や第 2列島線を超える西太平洋までも作戦行動範囲内にしようとしている可
能性があるとした。また、中国は年内に国産空母の建造に着手する可能性があり、運用は 2015

















の連携を弱めるために、インド等との接近を図り、2010 年 11 月 8 日にニューデリーで開かれ
た米印首脳会談で、オバマ大統領はリップサービスとはいえ、「21 世紀の歴史はアメリカとイ
ンドで作られる」（『日本経済新聞』2010 年 11 月 12 日ほか）とぶち上げ核実験強行への制裁措
置を解除した。これはインドの（核拡散防止条約に反する）核保有を事実上認めるに等しい。
さらにオバマ大統領はインドの国連の常任理事国入りを支持した。


























1985 年 8 月 15 日に中曽根康弘首相（当時）が、靖国神社に首相として初めて公式参拝した。
これは、中国政府からの批判を招いただけでなく、中曽根と日中青年交流事業などで友好関係
を強めていた胡耀邦総書記（当時）の政治的立場を一層悪くし、1987 年 1 月 16 日の胡耀邦失
脚の大きな要因となった。これらもあって、1980 年代後半において日本から中国への直接投資
















2006 年にようやく小泉政権が退陣、中国の第 4世代指導者も 2期目に入り、第 3世代からの
脱皮が可能となっていたことから、関係の改善が図られた。2006 年に訪米よりも先んじて行わ
れた安部晋三首相の訪中による胡錦濤・安部の首脳会談において、「戦略的互恵関係」が表明










で日本を凌駕する歴史的な年となるが、今後 10 年間で中国の GDPは日本の倍以上になること


















2009 年 8月 30 日投開票の第 45 回衆議院議員総選挙で自民党は惨敗をし民主党が大躍進をし





6 月 2 日に辞任を表明し、6月 8日に管直人を首班とする政権が誕生した。


























相の 10 月 1 日の所信表明演説において環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）への参加検討を




























する。トルクメニスタンは 1995 年に永世中立宣言をして CISグループから離れ、ウズベキス














































る死者が 20 万人以上に昇ることを考えるとその責任の一端は免れない。2005 年 1 月 9 日、南
北包括和平合意（CPA）が成立したものの、その履行が進まないなかで、中国は北京オリンピッ















































（SIPRI）が 2010 年 6 月 2 日に発表した、2010 年版 SIPRI年鑑を発表では、2009 年の中国の
軍事費は前年比で実質 15％増の 1千億ドル（約 9兆 1千億円）と推定されている。これは、中
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